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（訂正）「平成 28 年６月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

当社は、平成 28 年８月９日に開示いたしました「平成 28 年６月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一

部を訂正いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．訂正内容と理由 

訂正内容と理由につきましては、本日公表の「有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び過年度決算短

信等の訂正に関するお知らせ」にて開示しておりますのでご参照ください。 

２．訂正箇所 

訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後の全文を添付し、訂正の箇所には下線を付して表示しております。 

以 上 



 

（訂正後）  
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 （百万円未満切捨て） 

１．平成28年６月期の連結業績（平成27年７月１日～平成28年６月30日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）  

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年６月期 3,159 △43.8 △600 － △865 － △836 － 

27年６月期 5,618 △11.6 169 △27.9 322 32.3 158 3.3  
（注）包括利益 28年６月期 △1,340 百万円 （－％）  27年６月期 432 百万円 （421.1％） 

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

自己資本 

当期純利益率 

総資産 

経常利益率 

売上高 

営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

28年６月期 △403.83 － △39.3 △11.4 △19.0 

27年６月期 98.21 86.55 7.5 4.2 3.0  
（参考）持分法投資損益 28年６月期 － 百万円  27年６月期 － 百万円 

（注）１．当社は、平成27年６月29日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場しているため、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新規上場

日から前連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しています。 

２．当社は、平成27年２月13日開催の取締役会決議により、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っています。そのため、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しています。 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年６月期 6,567 2,080 24.8 783.92 

27年６月期 8,607 3,346 30.6 1,300.04  
（参考）自己資本 28年６月期 1,627 百万円  27年６月期 2,633 百万円 

（注）当社は、平成27年２月13日開催の取締役会決議により、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っています。そのため、前連結会計年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しています。 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

28年６月期 △656 △191 149 959 

27年６月期 △294 △166 795 1,794 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当

率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
27年６月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 

28年６月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 

29年６月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00  －  
 
 

 

 



３．平成29年６月期の連結業績予想（平成28年７月１日～平成29年６月30日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 

する当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 1,580 46.9 △169 － △183 － △126 － △60.92

通期 5,037 59.4 187 － 161 － 113 － 54.53 

  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 
（注）詳細は、添付資料14ページ「４．連結財務諸表 （５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年６月期 2,101,000株 27年６月期 2,051,000株 

② 期末自己株式数 28年６月期 25,000株 27年６月期 25,000株 

③ 期中平均株式数 28年６月期 2,072,175株 27年６月期 1,609,123株 

（注）当社は、平成27年２月13日開催の取締役会決議により、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っています。そのため、前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して株式数を算定しています。 

（参考）個別業績の概要 

平成28年６月期の個別業績（平成27年７月１日～平成28年６月30日） 

（１）個別経営成績 （％表示は、対前期増減率） 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年６月期 2,999 △38.1 △481 － △627 － △810 － 

27年６月期 4,844 △22.9 157 △61.4 265 △38.5 139 △45.6

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

円 銭 円 銭 

28年６月期 △391.33 － 

27年６月期 86.49 76.29 

（注）１．当社は、平成27年６月29日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場しているため、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新規上場日か

ら前事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しています。 

２．当社は、平成27年２月13日開催の取締役会決議により、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っています。そのため、前事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しています。 

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年６月期 5,844 1,761 30.1 848.57 

27年６月期 7,125 2,501 35.1 1,234.63 

（参考）自己資本 28年６月期 1,761 百万円 27年６月期 2,501 百万円 

（注）当社は、平成27年２月13日開催の取締役会決議により、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っています。そのため、前事業年度の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しています。 

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸

表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績等は様々な要因により予想数値と大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用

にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析 （１）経営成績に関する分析」をご覧く

ださい。



－ 1 － 

○添付資料の目次

１．経営成績・財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………… 2 

（１）経営成績に関する分析 …………………………………………………………………………………………… 2 

（２）財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………………… 3 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 …………………………………………………………… 4 

（４）継続企業の前提に関する重要事象等 …………………………………………………………………………… 4 

２．経営方針 ………………………………………………………………………………………………………………… 4 

（１）会社の経営の基本方針 …………………………………………………………………………………………… 4 

（２）目標とする経営指標 ……………………………………………………………………………………………… 4 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 ……………………………………………………………… 5 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 …………………………………………………………………………… 5 

４．連結財務諸表 …………………………………………………………………………………………………………… 6 

（１）連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………………… 6 

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………… 8 

連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………………… 8 

連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………………… 9 

（３）連結株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………………………… 10 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………………… 12 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………………… 14 

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 14 

（会計方針の変更） ………………………………………………………………………………………………… 14 

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 14 

（１株当たり情報） ………………………………………………………………………………………………… 16 

（重要な後発事象） ………………………………………………………………………………………………… 16 

株式会社ナガオカ（6239）　平成28年６月期　決算短信



－ 2 － 

１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国の経済状況は、政府の経済政策等により雇用や所得環境の改善が持続したものの、

円高の進行や個人消費の低迷を受けて企業の生産活動が一進一退するなど、やや力強さに欠ける状況での推移と

なりました。世界経済は、新興国の経済減速や原油安、英国のEU離脱決定に伴う為替の円高推移など、依然とし

て不透明な状況で推移しました。 

当社グループを取り巻く環境について、エネルギー関連事業では、原油安の影響から先行きの不透明感が広がり、

プラント・オーナーの投資判断が慎重になる状況が続いており、多くのプロジェクトで受注予定時期に遅れが発

生いたしました。また、投資判断の慎重さによる需要の縮小により価格競争が激化いたしました。水関連事業に

ついては、国内水道事業体が保有する設備の更新需要が底堅く存在する一方、老朽化した配管取替や設備の耐震

化等を優先する傾向も散見され、当社の事業分野である取水設備の更新に対する予算配分の減少や予算化の遅れ

などの影響が一部で見られました。また、海外では中国やマレーシア等の水不足が深刻化する地域において需要

はあるものの、景気減速や政治動向により一部案件に遅れが生じています。 

このような状況の下、当社グループが成長製品と位置付けている水関連事業のケミレスは、これまで立証されて

いる地下水に含まれる鉄、マンガン、アンモニア態窒素の除去性能に加えて、ヒ素除去の性能も実証実験により

認められるなど、除去可能な物質を増やし、土木工事等で必要となる排水処理という新たなマーケットが顕在化

しつつあります。また、ベトナムではケミレス実証実験の成果を受け、ＪＩＣＡ「中小企業海外展開支援事業～

普及・実証事業～」の委託事業に採択され、実機の納入および技術指導等を行っており、同国ならびに東南アジ

ア近隣諸国におけるケミレス拡販の布石と位置づけています。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高3,159,891千円（前年同期比43.8％減）、営業損

失600,069千円、経常損失865,046千円、親会社株主に帰属する当期純損失836,806千円となりました。 

セグメント別の業績は、以下のとおりです。

① エネルギー関連事業

アジアや中東、欧州の設備更新需要を取り込むと共に、新規案件の商談を順次進めていますが、新規石油プラ

ントの建設や既存プラントの設備更新に係るプラント・オーナーの投資判断が慎重になる状況が続いており、多

くのプロジェクトで受注予定時期に遅れが生じています。また、投資判断の慎重さによる需要の縮小により価格

競争が激化しました。その結果、売上高は1,743,029千円（前年同期比55.0％減）、セグメント損失は298,137千

円となりました。 

② 水関連事業

ＪＩＣＡ支援事業に採択されたベトナム案件などケミレスの実機納入および技術指導を進める一方、一部の国

内取水設備の更新需要に対する予算の減少や遅延、中国やマレーシア国内の政治・経済の動向により一部の案件

に遅れが生じています。その結果、売上高は1,416,862千円（前年同期比18.8％減）、セグメント利益は242,449

千円（前年同期比37.4％減）となりました。 

（次期の見通し） 

① 売上高

平成29年６月期の売上高は5,037,068千円（前期比59.4％増）を見込んでいます。

売上高は、案件毎に受注予定金額の積み上げを行い、売上計上基準を勘案し算出しています。受注予定案件は、

それぞれ案件毎の商談の進捗状況のほか、納期情報、過去実績および生産計画等を勘案の上、選定していますが、

想定どおりに受注を獲得できなかった場合や生産が計画どおりに進捗しなかった場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、外貨建取引は、為替換算レートを105円／USドル、16.5円／人民元として算定しています。 

ａ．エネルギー関連事業 

 原油価格は平成28年２月を底に低迷を続けていますが、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）から公表された原油

価格回復予測を受けて、石油プラント新設の引合いが増えてきています。また、成長軌道にある石油化学分野

の案件においても、中国を中心としたアジアの石油化学プラントの新設・更新の需要を積極的に取り込みます。 

このような状況の下、売上高は、2,771,251千円（前期比59.0％増）を見込んでいます。
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ｂ．水関連事業 

 国内各地の自治体取水設備等の更新、官公庁向けの新規の水処理案件、東京オリンピックに係るインフラ整

備の需要を継続して取り込んでいきます。海外では、中国や東南アジアを中心に水不足が懸念される地域へ事

業展開を図っていきます。 

  このような状況の下、売上高は2,265,817千円（前期比59.9％増）を見込んでいます。 

 

 ② 営業利益 

 営業利益は、売上原価ならびに販売費及び一般管理費を考慮し、算出しています。 

 売上原価は、売上高で見積った案件毎の見積製造原価の積み上げを行い、算定しています。 

 販売費及び一般管理費は、費目毎に費用の積み上げを行い、算定しています。なお、ケミレスおよびハイシス

実証実験に伴う研究開発費等は増加するものの、人件費や貸倒引当金繰入額等の減少により、販売費及び一般管

理費は1,129,770千円（前期比12.2％減）を見込んでいます。 

 この結果、営業利益は187,981千円を見込んでいます。 

 

 ③ 経常利益 

 経常利益は、過去実績や個別事象をもとに当期に発生が見込まれる営業外収益および営業外費用を考慮し、算

出しています。 

 営業外収益は、主に当社製品の製造過程で発生する作業くず等のスクラップ売却益を見込んでいます。なお、

当期は期中において大幅に円高が進行したことにより為替差損229,286千円を計上していましたが、次期はこれを

見込んでいません。 

 営業外費用は、主に借入金および社債に対する支払利息に係る手数料を見込んでいます。 

 この結果、経常利益は161,315千円を見込んでいます。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 当連結会計年度末における流動資産は4,376,421千円となり、前連結会計年度末に比べ1,575,257千円の減少と

なりました。これは主に、現金及び預金が842,004千円、受取手形及び売掛金が742,848千円減少したことによる

ものです。 

 また、固定資産は2,191,027千円となり、前連結会計年度末に比べ464,510千円の減少となりました。これは主

に、前期末比で元安円高になったことに伴い外貨建固定資産の為替換算額が減少した影響により、有形固定資産

が340,308千円、無形固定資産が83,391円減少したことによるものです。 

 これらの結果、当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ2,039,767千円減少し、

6,567,449千円となりました。 

（負債） 

 当連結会計年度末における流動負債は3,287,421千円となり、前連結会計年度末に比べ359,605千円の減少とな

りました。これは主に、支払手形及び買掛金が241,303千円、未払金が171,061千円減少したことによるものです。 

 また、固定負債は1,199,696千円となり、前連結会計年度末に比べ413,762千円の減少となりました。これは主

に、社債が282,500千円、リース債務が95,227千円減少したことによるものです。 

 これらの結果、当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ773,367千円減少し、

4,487,118千円となりました。 

（純資産） 

 当連結会計年度末における純資産は2,080,331千円となり、前連結会計年度末に比べ1,266,399千円の減少とな

りました。これは主に、親会社株主に帰属する当期純損失の計上により利益剰余金が836,806千円減少したこと

及び非支配株主持分が259,937千円減少したことによるものです。 
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② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は959,466千円となり、前連結会計

年度末に比べ835,005千円の減少となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの変動要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により使用した資金は656,940千円（前連結会計年度は294,847千円の支出）となりました。これは主

に、売上債権の減少額671,754千円、減価償却費204,869千円の増加要因に対し、税金等調整前当期純損失

886,259千円、たな卸資産の増加額318,452千円、仕入債務の減少額187,751千円及び法人税等の支払額178,454千

円の減少要因によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は191,148千円（前連結会計年度は166,374千円の支出）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出185,279千円によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は149,332千円（前連結会計年度は795,413千円の収入）となりました。これは主

に、長期借入れによる収入600,000千円、短期借入金の純増減額522,293千円の増加要因に対し、長期借入金の返

済による支出587,788千円、社債の償還による支出372,500千円の減少要因によるものです。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つと認識していますが、内部留保を図りつつ、なお一層の

業容拡大を目指すことが株主に対する最大の利益還元につながるとの認識を持っています。今後は、主力事業をエ

ネルギーから水へ主力セクターの変更を計画しており、主力セクター変更には、実証実験等の研究開発費が必要に

なってまいります。将来において、水関連事業の拡大のための研究開発費用と経営体質の強化のための内部留保を

確保しつつ、安定的かつ継続的な配当を行う方針ですが、現時点において実施開始時期、回数等については未定で

す。 

 剰余金の配当の決定機関は、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会です。中間配当については、会社法第

454条第５項に基づき、取締役会決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をすることができる旨を定

款に定めています。 

 

（４）継続企業の前提に関する重要事象等 

 当社グループは、当連結会計年度において、売上高が著しく減少しており、その結果、重要な営業損失を計上し

ました。また、継続して営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しています。こうした状況により継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しています。 

 これらの事象又は状況に対応すべく、外部環境の影響を大きく受けているエネルギー関連事業から水関連事業へ

の営業体制のシフトや受注管理体制の強化を実行しました。また、固定費の削減等を織り込んだ信頼性の高い翌期

の計画を策定しました。この結果、通期で黒字を見込んでいます。事業資金面については資金繰りを支えるコミッ

トメントラインに付された財務制限条項に抵触している状況にはなく、コミットメントラインを構成する銀行団か

らも一定の理解を得られており、当面の事業資金は確保されていると判断しています。 

 以上のことより、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しています。 

 

２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループでは、「Each and Every Effort for Customers !（すべてはお客様のために）」を企業理念とし

ています。この企業理念のもと、私たちの生活に欠かすことのできない「エネルギー」や「水」を効率的に創れる

技術・製品ならびに地球にやさしい「環境」をもたらす技術で、世界に貢献できる企業を目指しています。 

 

（２）目標とする経営指標 

 当社グループは、事業規模の拡大ならびに適正な利益を確保するため、売上高、営業利益および経常利益を経営

指標としています。 
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（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

当社グループでは、石油精製および石油化学プラントの内部装置であるスクリーン・インターナルの製造・販売

を行うエネルギー関連事業および水関連事業の一部である取水用スクリーン等の製造・販売を行う取水事業を安定

的な収益を確保できる事業として位置付けています。一方、地下水に含まれる飲用基準を超える鉄・マンガン・ア

ンモニア態窒素等の薬品を使わずに処理するケミレスを中期的な成長製品と位置付けています。また、ハイシスは、

従来の海水淡水化プラントの造水コストが割高になる原因の一つを解決できる製品であり、長期的な成長製品と位

置付けています。 

① 主力事業をエネルギーから水へシフト

当社グループは、世界トップクラスのスクリーン製造技術を武器に、石油精製、石油化学、肥料プラントの心

臓部である反応塔内で、原料の原油や天然ガスを変化させ、反応、抽出、分離を行う触媒をサポートする内部装

置であるスクリーン・インターナルの製造を、主として行ってまいりました。 

 当連結会計年度では、原油安の影響および世界経済の減速から先行きの不透明感が広まり、エネルギー事業に

おいては、エンドユーザーであるプラント・オーナーの投資判断が慎重になり、結果的に案件の先送りが発生し

ました。この結果、エネルギー事業の受注が予想を大きく下回り、売上高が大幅に減少することとなりました。 

 一方、水関連事業は、地下水取水や浄水処理以外にトンネル湧水等の土木関係において「ケミレス」の契約実

績が出来たこと、中国・瀋陽市や綏化市、内モンゴルおよびベトナム・ハノイ市（Tuong Mai浄水場）で「ケミ

レス」が稼動開始したことで「水のナガオカ」のイメージが定着しつつあるとみています。

大きく変化する事業環境に速やかに適応し、当社の強みのある事業において事業の拡大と収益の確保を図り、

安定した経営基盤の構築を目指すため、「エネルギー」から「水」へをスローガンに、主力セクターの変更を具

現化してまいります。 

② 生産コストの改善

中国の製造子会社のコスト競争力を生かしながら、グループ全体の生産性の向上と最適な経営資源の配分を行

うことで、グループ内の連携性を高めてグループ全体の生産コストの低減を図ります。 

エネルギー事業では、原油安の影響から需要の一時的な縮小により競合他社との価格競争が激化しています。

また、昨今の円高推移によって販売価格が低下してきており、従来の利益を確保することが困難な状況となって

います。高い品質を確保しつつもコスト競争力のある新規の仕入先や外注先を開拓し、最適なコストを維持でき

る体制を構築します。 

③ 工場稼働率の改善

水関連事業において、主力製品であるケミレスは、主に外注による製作を行っていました。当期以降ではケミ

レスの内製を可能とすることで、通期の工場稼働率を平準化し、生産効率の改善を図ります。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針です。なお、国際会計基準の適用については、国内外の諸情勢を考慮のうえ、適切に対応してい

く方針です。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表

（単位：千円）

前連結会計年度 

(平成27年６月30日) 

当連結会計年度 

(平成28年６月30日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,806,696 964,691 

受取手形及び売掛金 2,886,427 2,143,579 

商品及び製品 44,122 4,891 

仕掛品 267,168 525,327 

原材料及び貯蔵品 616,223 645,208 

繰延税金資産 102,743 63,108 

その他 228,297 69,756 

貸倒引当金 － △40,140

流動資産合計 5,951,678 4,376,421 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 1,704,167 1,566,149 

減価償却累計額 △362,723 △409,268

建物及び構築物（純額） 1,341,443 1,156,880 

機械装置及び運搬具 697,946 687,471 

減価償却累計額 △268,291 △309,997

機械装置及び運搬具（純額） 429,655 377,473 

工具、器具及び備品 220,314 233,886 

減価償却累計額 △133,572 △158,623

工具、器具及び備品（純額） 86,741 75,262 

リース資産 311,600 246,817 

減価償却累計額 △53,560 △66,964

リース資産（純額） 258,040 179,852 

建設仮勘定 13,927 29 

有形固定資産合計 2,129,807 1,789,499 

無形固定資産 

その他 362,871 279,480 

無形固定資産合計 362,871 279,480 

投資その他の資産 

繰延税金資産 48,682 9,004 

その他 114,175 113,042 

投資その他の資産合計 162,858 122,047 

固定資産合計 2,655,537 2,191,027 

資産合計 8,607,216 6,567,449 
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（単位：千円）

前連結会計年度 

(平成27年６月30日) 

当連結会計年度 

(平成28年６月30日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 831,571 590,268 

短期借入金 1,310,062 1,824,220 

1年内返済予定の長期借入金 516,127 542,667 

1年内償還予定の社債 185,000 95,000 

リース債務 59,874 74,177 

未払金 224,983 53,922 

未払費用 133,097 34,634 

未払法人税等 174,029 4,622 

繰延税金負債 36,676 13,045 

前受金 56,140 20,560 

賞与引当金 － 3,661 

役員賞与引当金 70,750 － 

工事損失引当金 3,263 15,227 

その他 45,448 15,411 

流動負債合計 3,647,025 3,287,421 

固定負債 

社債 422,500 140,000 

長期借入金 756,249 740,856 

リース債務 140,542 45,315 

退職給付に係る負債 73,895 80,526 

資産除去債務 70,148 73,666 

長期前受収益 137,401 110,860 

その他 12,721 8,471 

固定負債合計 1,613,458 1,199,696 

負債合計 5,260,484 4,487,118 

純資産の部 

株主資本 

資本金 750,550 787,350 

資本剰余金 773,247 810,047 

利益剰余金 803,154 △33,653

自己株式 △21,000 △21,000

株主資本合計 2,305,951 1,542,745 

その他の包括利益累計額 

繰延ヘッジ損益 197 △2,223

為替換算調整勘定 327,722 86,887

その他の包括利益累計額合計 327,920 84,664 

非支配株主持分 712,859 452,922 

純資産合計 3,346,731 2,080,331 

負債純資産合計 8,607,216 6,567,449 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書） 

（単位：千円）

 前連結会計年度 

(自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日) 

 当連結会計年度 

(自 平成27年７月１日 

至 平成28年６月30日) 

売上高 5,618,691 3,159,891 

売上原価 3,941,652 2,473,489 

売上総利益 1,677,039 686,401 

販売費及び一般管理費 1,507,711 1,286,470 

営業利益又は営業損失（△） 169,328 △600,069

営業外収益 

受取利息 2,284 1,454 

為替差益 227,907 － 

スクラップ売却益 19,645 12,857 

補助金収入 11,217 15,033 

その他 17,650 8,224 

営業外収益合計 278,704 37,569 

営業外費用 

支払利息 47,941 38,644 

為替差損 － 229,286 

支払手数料 6,628 28,907 

上場関連費用 61,134 － 

その他 9,867 5,707 

営業外費用合計 125,572 302,546 

経常利益又は経常損失（△） 322,460 △865,046

特別損失 

固定資産除却損 10,574 532 

固定資産売却損 710 － 

事業整理損 － 20,680 

特別損失合計 11,284 21,213 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
311,176 △886,259

法人税、住民税及び事業税 185,105 15,723 

法人税等調整額 △29,853 56,958 

法人税等合計 155,253 72,682 

当期純利益又は当期純損失（△） 155,924 △958,942

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △2,114 △122,136

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 
158,038 △836,806
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

 前連結会計年度 

(自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日) 

 当連結会計年度 

(自 平成27年７月１日 

至 平成28年６月30日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 155,924 △958,942

その他の包括利益 

繰延ヘッジ損益 396 △2,421

為替換算調整勘定 275,929 △378,636

その他の包括利益合計 276,326 △381,057

包括利益 432,250 △1,340,000

（内訳） 

親会社株主に係る包括利益 314,463 △1,080,062

非支配株主に係る包括利益 117,786 △259,937
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日） 

     （単位：千円）

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 380,250 402,947 645,115 △21,000 1,407,313 

当期変動額      

新株の発行 220,800 220,800   441,600 

転換社債型新株予約権付

社債の転換 
149,500 149,500   299,000 

親会社株主に帰属する当期

純利益   158,038  158,038 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）      

当期変動額合計 370,300 370,300 158,038 － 898,638 

当期末残高 750,550 773,247 803,154 △21,000 2,305,951 

 

      

 その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 △198 171,792 171,593 595,073 2,173,979 

当期変動額      

新株の発行     441,600 

転換社債型新株予約権付

社債の転換     299,000 

親会社株主に帰属する当期

純利益     158,038 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 
396 155,930 156,326 117,786 274,113 

当期変動額合計 396 155,930 156,326 117,786 1,172,751 

当期末残高 197 327,722 327,920 712,859 3,346,731 
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当連結会計年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

（単位：千円）

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 750,550 773,247 803,154 △21,000 2,305,951 

当期変動額 

新株の発行 36,800 36,800 73,600 

転換社債型新株予約権付

社債の転換 
－ 

親会社株主に帰属する当期

純損失（△） 
△836,806 △836,806

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 

当期変動額合計 36,800 36,800 △836,806 － △763,206

当期末残高 787,350 810,047 △33,653 △21,000 1,542,745 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 197 327,722 327,920 712,859 3,346,731 

当期変動額 

新株の発行 73,600 

転換社債型新株予約権付

社債の転換 
－ 

親会社株主に帰属する当期

純損失（△） 
△836,806

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 
△2,421 △240,834 △243,256 △259,937 △503,193

当期変動額合計 △2,421 △240,834 △243,256 △259,937 △1,266,400

当期末残高 △2,223 86,887 84,664 452,922 2,080,331 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  （単位：千円）

 

 前連結会計年度 

(自 平成26年７月１日 

 至 平成27年６月30日) 

 当連結会計年度 

(自 平成27年７月１日 

 至 平成28年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
311,176 △886,259 

減価償却費 198,208 204,869 

事業整理損 － 20,680 

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 42,243 

賞与引当金の増減額（△は減少） － 4,056 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 17,950 △70,750 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 143 11,963 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 23,861 6,631 

受取利息及び受取配当金 △2,284 △1,454 

支払利息 47,941 38,644 

支払手数料 6,628 28,907 

上場関連費用 61,134 － 

固定資産除却損 10,574 532 

固定資産売却損益（△は益） 710 － 

為替差損益（△は益） △2,278 101,079 

売上債権の増減額（△は増加） △1,010,919 671,754 

たな卸資産の増減額（△は増加） △161,233 △318,452 

未収消費税等の増減額（△は増加） △67,357 92,809 

未収入金の増減額（△は増加） △3,607 2,641 

仕入債務の増減額（△は減少） 312,221 △187,751 

未払費用の増減額（△は減少） △27,921 △99,826 

未払金の増減額（△は減少） 98,749 △129,854 

前受金の増減額（△は減少） △87,630 34,679 

その他 21,426 △8,084 

小計 △252,505 △440,940 

利息及び配当金の受取額 2,284 1,454 

利息の支払額 △50,099 △38,999 

法人税等の支払額 － △178,454 

法人税等の還付額 5,472 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー △294,847 △656,940 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 7,000 

有形固定資産の取得による支出 △119,240 △185,279 

有形固定資産の売却による収入 1,393 － 

無形固定資産の取得による支出 △25,395 △9,314 

差入保証金の差入による支出 △5,062 △5,970 

差入保証金の回収による収入 1,690 1,900 

保険積立金の積立による支出 △22,574 － 

保険積立金の解約による収入 2,814 970 

その他 △1 △455 

投資活動によるキャッシュ・フロー △166,374 △191,148 
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（単位：千円）

 前連結会計年度 

(自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日) 

 当連結会計年度 

(自 平成27年７月１日 

至 平成28年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） 108,361 522,293 

長期借入れによる収入 763,653 600,000 

長期借入金の返済による支出 △464,627 △587,788

社債の発行による収入 295,725 － 

社債の償還による支出 △147,500 △372,500

リース債務の返済による支出 △168,758 △57,364

株式の発行による収入 441,600 73,600

コミットメントフィーの支払額 △7,023 △28,907

上場関連費用の支払額 △26,016 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 795,413 149,332 

現金及び現金同等物に係る換算差額 64,861 △136,248

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 399,052 △835,005

現金及び現金同等物の期首残高 1,395,419 1,794,471 

現金及び現金同等物の期末残高 1,794,471 959,466 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（会計方針の変更） 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務

諸表の組替えを行っています。 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しています。なお、この変更による損益に与える影

響はありません。 

（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社及び連結子会社の各構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものです。 

 当社グループは、取り扱う製品・サービスごとに包括的な戦略を立案し事業活動を展開しており、取り扱う

製品・サービスの類似性を考慮し、「エネルギー関連事業」及び「水関連事業」の２つを報告セグメントとし

ています。 

 「エネルギー関連事業」は、主に石油精製及び石油化学プラント用内部装置「スクリーン・インターナル」

の製造・販売を行っています。「水関連事業」は、主に取水用スクリーンの製造・販売並びにケミレス及びハ

イシスの製造・販売を行っています。

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社グループのセグメント区分は、従来、「エネルギー関連事業」、「取水関連事業」及び「その他」とし

ていましたが、業績拡大に向け、平成27年７月１日付で組織を変更したことに伴い、当社グループの企業活動

の実態に即した、より適切な開示を行うことを目的として、当連結会計年度より、「エネルギー関連事業」及

び、従来の「取水関連事業」と「その他」を合わせた新たな「水関連事業」の２つをセグメント区分とするこ

とにしました。 

当該セグメント変更は、これまで「その他」に含めていた、当社が成長製品と位置付けるケミレス及びハイ

シスが、今後、収益の獲得が見込まれるため、新たな体制で積極的な営業展開を図ることを目的とするもので

す。そのため、今後、当社では、ケミレス及びハイシスを「その他」ではなく独立した事業として認識すると

ともに、親和性のある従来の「取水関連事業」と合わせた新たな「水関連事業」として捉え、業績評価の基礎

とすることにしました。 

また、当該セグメント区分の変更に合わせて、従来合理的な配分基準により各セグメントに配分していた全

社費用について、各セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、これを配分しない方法に変更して

います。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後のセグメントの区分に基づき作成したものを開示してい

ます。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方

法と概ね同一です。また、セグメント利益は、営業利益ベースの数値です。 
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４．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日） 

（単位：千円） 

 
報告セグメント 調整額 

（注）１ 

連結財務諸表 

計上額 

（注）２ エネルギー関連 水関連 計 

売上高      

外部顧客への売上高 3,872,925 1,745,766 5,618,691 － 5,618,691 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 3,872,925 1,745,766 5,618,691 － 5,618,691 

セグメント利益 457,642 387,038 844,680 △675,352 169,328 

その他の項目      

減価償却費 141,434 46,466 187,901 10,307 198,208 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりです。 

(1) セグメント利益の調整額△675,352千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。全

社費用は、主に、各報告セグメントに帰属しない役員及び管理部門に係る人件費、経費等の一般管

理費です。 

(2) 減価償却費の調整額10,307千円は、各報告セグメントに帰属しない全社費用です。 

２．セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため記載していません。ただし、配分さ

れていない償却資産の減価償却費は、合理的な配賦基準で各事業セグメントへ配賦しています。 

３．セグメント負債は、取締役会に対して定期的に提供されておらず、経営資源の配分決定及び業績評価

の検討対象になっていないため記載していません。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

 

当連結会計年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

（単位：千円） 

 
報告セグメント 調整額 

（注）１ 

連結財務諸表 

計上額 

（注）２ エネルギー関連 水関連 計 

売上高      

外部顧客への売上高 1,743,029 1,416,862 3,159,891 － 3,159,891 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 1,743,029 1,416,862 3,159,891 － 3,159,891 

セグメント利益又は損失

（△） 
△298,137 242,449 △55,688 △544,381 △600,069 

その他の項目      

減価償却費 130,561 60,059 190,621 14,248 204,869 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりです。 

(1) セグメント利益又は損失の調整額△544,381千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

です。全社費用は、主に、各報告セグメントに帰属しない役員及び管理部門に係る人件費、経費等

の一般管理費です。 

(2) 減価償却費の調整額14,248千円は、各報告セグメントに帰属しない全社費用です。 

２．セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため記載していません。ただし、配分さ

れていない償却資産の減価償却費は、合理的な配賦基準で各事業セグメントへ配賦しています。 

３．セグメント負債は、取締役会に対して定期的に提供されておらず、経営資源の配分決定及び業績評価

の検討対象になっていないため記載していません。 

４．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 

（自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成27年７月１日 

至 平成28年６月30日） 

１株当たり純資産額 1,300.04円 783.92円 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額（△） 
98.21円 △403.83円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 86.55円 －円 

（注）１．当社は、平成27年６月29日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場しているため、前連結

会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から前連結会計年度末までの平均株価

を期中平均株価とみなして算定しています。 

２．当社は、平成27年２月13日開催の取締役会決議により、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の

株式分割を行っています。そのため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当た

り純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しています。 

３．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株

当たり当期純損失金額であるため記載していません。 

４．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりです。 

前連結会計年度 

（自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成27年７月１日 

至 平成28年６月30日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額（△） 

親会社株主に帰属する当期純利益金額又は

親会社株主に帰属する当期純損失金額 

（△）（千円）

158,038 △836,806

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額又は親会社株主に帰属する当期

純損失金額（△）（千円） 

158,038 △836,806

期中平均株式数（株） 1,609,123 2,072,175 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 

（千円） 
1,267 － 

（うち支払利息（税額相当額控除後） 

（千円）） 
（1,267） （－） 

普通株式増加数（株） 231,585 － 

（うち新株予約権（株）） （110,599） （－） 

（うち転換社債型新株予約権付社債 

（株）） 
（120,986） （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

― ― 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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